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事業の背景・目的

　

これまでの見直し状況

　都市圏で開催したセミナーでは、参加者のほぼ全員がセミ
ナーの内容が「とても参考になった」または「参考になった」と
回答しており、石川での暮らしの魅力を参加者に感じてもらう
ことができている。
　また、Ｈ２６年度の移住者数（市町の定住促進施策等を活
用して県外からの移住してきた数）は、Ｈ２５年度と比較して
約１．５倍となっており、これまでの取り組みの積み重ねが移
住・交流居住の推進に寄与している。

　平成２７．３月に新幹線金沢開業を迎え、首都圏と本県との
時間距離が大幅に短縮されることから、交流人口の増加が
見込まれるため、首都圏に本県の魅力が発信される今は、移
住・定住の促進にとって絶好の機会である。
　そこで、これまでのセミナーをより具体的に実施することに
加え、新幹線延伸県での合同セミナーや移住を希望する若
い世代を対象に本県での暮らし等を短期体験できる機会を
提供するなど、更なる首都圏との移住・交流居住促進に取り
組む。

事業の概要
（１）情報発信の強化
  　① 県移住ポータルサイトのリニューアル
　　② 移住セミナーの開催、全国的な移住イベントへの出展等
　　　・移住セミナーの開催、全国的な移住・交流イベントへの出展
　　　・移住ガイドブック・ポスターの作成
　　　・移住専門誌による情報発信
　　③ 情報発信ブースの設置

（２）相談体制の構築
　　 首都圏アンテナショップ内の移住相談窓口の設置及び移住相談員の配置

（３）移住体験機会の提供
　　① 移住体験モニターツアーの実施
　　② ワークステイいしかわ交流促進事業の実施

（４）受入体制の強化
　　　① 空き家情報の整備支援
　　　② 移住を考える座談会の開催
　　　③ 移住・交流に関する研修会の開催

（５）北陸新幹線金沢開業を見据えた新たな事業のあり方についての検討
　　　北陸新幹線による「いしかわ暮らし」検討会議の開催
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決算 2,932 2,690 5,134 6,316 15,227

2,932

一般
財源
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　これまで、移住・交流居住に関心のある都市住民への情報発信と受け入れを積極的に行うため、都市部で
の移住交流セミナーや、都市と地域の交流を促進するワークステイ事業など、移住・交流居住の推進に取り組
んできた。しかし、人口減少時代を迎える中、過疎化の流れに歯止めをかけるには至っていない。
　こうした中、平成２６年度末には新幹線金沢開業を迎え、首都圏と本県との時間距離が２時間半と大幅に短
縮されることから、この機を捉え、情報の充実及び発信力の強化、首都圏における相談体制構築など、移住・
交流居住施策の強化を図る。
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